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平成２７年３月末現在

１．基金の概要

基金事業を終了する時期

次回の見直し時期

基金事業の目標

２．見直し結果

目標達成の評価

基金の保有割合

基金の保有割合の
算出

有　・　無

その他

使用見込みの低い基金等の取扱いの検
討結果

使用見込みの低い基金等の該当の有無

[有の場合]該当する理由：

設定なし

平成２７年度中を予定

貸出件数　１件/年

項目 講ずる措置

平成26年度貸付実績がなかったことから、平成27年度見直し予定

（算出に用いた方式）

直近年度末の基金額 459,488,243円÷（貸付残高 0円＋貸付見込額
259,068,000円－回収見込額 0円＋管理費 0円）

本資金の平成２６年度貸出件数は０件だったものの、ソフト産業を中
心に県内への企業立地件数は確実に増加しており、一定の成果が
得られているものと考えられる。

1.773

実施した見直しの概要
（平成１８年８月１５日閣議決定、平成２
０年１２月２４日行政改革推進本部決定
における措置内容等（※２））

島根県　発電用施設周辺地域企業立地等促進資金貸付基金
～『補助金等の交付により造成した基金等に関する基準』等に基づく公表～

基金事業の概要
（見直し対象となる融資等業務（※１）を
行っている場合は、その概要）

基金（事業）の名称

法人名

基金額（国庫補助金相当額）

基金事業の目的
発電用施設の周辺の地域における企業の立地その他の雇用の増大
を伴う事業活動を促進する

発電用施設周辺地域企業立地等促進資金貸付基金

島根県

412,500,000円（基金造成額、昭和５７～平成７年度）

上記の事業目的を達成するため、該当地域に企業立地を行う事業
者を対象とした「発電用施設周辺地域企業立地等促進資金」を創設

県が金融機関に協調倍率に応じた額を無利子貸付し、金融機関が
その額以上の額を上乗せし、対象の事業者に対して長期低利で融
資を実行
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３．運用方法

金額（単位：円）

459,488,243

国債

政保債、地方債

その他社債等

４．執行状況 （単位：円）

平成26年度 平成27年度見込み

0 0

国費以外 出資等 0 0

運用収入 813,393 2,342,811

その他 0 0

458,674,850 459,488,243

0 0

459,488,243 461,831,054

0 259,068,000

0 0

0 259,068,000

459,488,243 202,763,054

0 0

0 259,068,000

0 0

＜交付額等＞

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度見込み

交付決定件数 0 0 0 0

交付決定額 0 0 0 0

※１「見直し対象となる融資等業務」とは、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する
法律（平成１８年法律第４７号）第１４条第３号に該当する融資等業務をいう。
※２「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）、「補助金等の交
付により造成した基金の見直しについて」(平成２０年１２月２４日　行政改革推進本部）

（
事
業
費

等

）

支
出

事業費（貸付額）

管理費（※支出先は当法人及び事務局）

合計（b）

基金残高（a-b）

出資残高

貸付残高

債務保証残高

収
入

国費

前年度繰り越し

（マイナス）返納額

合計（a）

科目 当該運用資産を選択している理由

預貯金

短期・長期信託

有価証券

安全に運用することが可能であるため


